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平成２７年３月議会において付託された下記事件の調査結果を、嬉野市議会

会議規則第 107条の規定により報告する。

付託事件名

児童福祉について

調査の理由

子どもの権利条約が国連総会において１９８９年に採択され、日本において

は１９９４年に批准されている、その後国内の自治体において子供の権利に関

する条例の制定が増えている状況にある。今回、比較的最近制定された宗像市

の状況について 4月 16日に視察を行った。

調査の概要

（１） 宗像市子ども基本条例制定の経緯及び目的

経緯

① 平成２２年４月 市長選挙のマニフェストで、条例制定を公約

平成２２年７月２９日 宗像市次世代育成支援対策審議会に条例案策

定を諮問

平成２３年４月 子ども部新設

平成２３年９月２０日 宗像市次世代育成支援対策審議会から、中間

答申書が提出される。

平成２３年１０月 パブリック・コメントの実施（１ヶ月間）



平成２３年１２月１９日 宗像市次世代育成支援対策審議会から、最終

答申書が提出される。

平成２４年３月 宗像市議会において、全会一致で条例案が議

決される

平成２４年４月１日 条例施行。子どもの権利救済制度は、平成２

５年４月１日施行となる。

平成２５年４月１日 全面施行。子ども相談センター開設（同セン

ター内に子どもの権利相談室と家庭児童相談

室を併設）

目的

１ 大人の果たすべき役割を明確にし、子供の権利を守っていく。

２ 将来にわたって子どもの権利の普及・啓発を行い、家庭・地域・

学校など、子どもが育つ全ての場面において、きちんとした理念の

もとに子どもを育成することができるようにする。

３ 宗像市の子ども施策の法的根拠とする。

宗像市子ども基本条例の特徴

１ 「子どもの権利」「大人の責務」「子どもにやさしいまち」を３つ

柱とし、救済制度を設けていること。

２ 「子どもの権利」「健全育成」「子育て支援」を盛り込んだ総合条例

（別紙資料） 宗像市子ども基本条例 概要

委員会の意見

現在、全国の自治体において子どもに関する条例の制定が進んでいる状況で

ある。当初は、いじめ・虐待・体罰などの暴力に苦しむ子どもたちの権利救済

のために制定された条例が多かったが、近年では子育て支援や健全育成などを

主体にした条例が増えてきている。

宗像市においては平成２２年に行われた市長選挙のおり条例制定をマニフェ



ストに盛り込んだ候補が当選されたことによりスタートした。条例については

「子どもの権利」「健全育成」「子育て支援」を盛り込んだ総合的な条例となっ

ており「子どもの権利」に関する部分では、市役所内に開設した子ども相談セ

ンターに、子どもの権利相談室「ハッピークローバー」を設置し、専任担当職

員を配置して「家庭児童相談室」と連携を取りながら権利救済に取り組んでお

られる、また併せて宗像市子どもの権利救済委員（弁護士・社会福祉士・臨床

心理士）として３名の方が活動しておられ、２５年度にセンターに寄せられた

相談件数は、実件数６７件、延べ件数１１９件となっており、主たる相談者は、

子ども本人からの相談が７割を占めるとのことであり、家族や学校にも悩みを

相談できない子どもたちの受け皿になっていると感じた。

今子どもたちを取り巻く環境も変わりつつあり、ある都市では保育園の新設

に対して、住民から、子どもたちの声が騒音であるとのことで新設反対の訴訟

まで起きているという。生活環境の違いもあろうが、以前では想定できないこ

とである。今、市民全体で子どもたちの権利また大人の責務について考えてい

く必要がある。子育てがしやすい環境づくりや、子どもたちが安心して成長し

ていける環境を整えるためにも、子ども基本条例については今後検討していく

べき課題と考える。


